
とりまとめコメント 

事業名 両立支援等助成金（不妊治療両立支援コース） 

 

不妊治療を希望する男女は増えており、働きながら不妊治療を受ける労

働者も増加傾向にある中、仕事との両立ができずに仕事を辞めた者は１割を

超えるなど、不妊治療と仕事の両立支援は、少子化への対応や職場環境の

整備という意味でも、重要な課題である。 

 

本事業は、そうした背景から創設された企業による不妊治療との両立の取

組を支援する助成金であるが、不妊治療を受ける労働者の多くがその事実を

職場に伝えていないという実態がある。不妊治療に利用可能な休暇制度等

へのニーズはあるものの、企業の側で労働者の不妊治療と仕事の両立に係る

ニーズを十分に把握し切れていないこと等により、結果として助成金の申請が

低調で予算の執行率も低い状況にあると考えられるが、制度自体に利用しに

くい点がないかについても検討する必要がある。 

 

このため、まずは不妊治療に直面する前の段階で、企業内における不妊治

療への理解を深めていくことが必要であり、例えば、その段階で助成を行うこと

を含め、事業主による企業内での意識醸成に向けた取組への支援を強化す

ることも効果的と考えられる。 

また、不妊治療の両立支援制度を設計する段階で企業がプライバシーに

踏み込むリスクを踏まえれば、本事業と同じ構図を持つ別の支援制度と包括

的に離職を防ぐ制度を整備する、理由にかかわらず休暇の取りやすい職場環

境を整備するなどの方法も考えられるのではないか。 

 

さらに、現行では、長期アウトカムとして就業継続の割合のみにスポットを当



てているが、例えば、助成制度を活用した休暇制度等の選択肢が取れるとい

う権利を持つことの労働者の安心感や働きやすさの観点から、短期のアウトカ

ムを設定することについて検討すべきである。 

また、成果指標として就業継続を見る場合も、不妊治療を行った者、不妊

治療を行わず妊娠した者等を比較して、目標値を設定する必要があるのでは

ないか。 

 

併せて、本助成金による休暇制度等の着実な導入に向けて、企業の人事

労務担当者等を対象としたセミナー事業等と連携して本助成金の活用を働

きかけるなど、事業主に対する周知方法を工夫する必要がある。 

また、労働者に対しても不妊治療に関連する制度に対する認知度を高め

るため、男女限らず、年齢層も広く浸透するよう、SNS 等の活用を含めた広

報・周知活動を戦略的に行う必要がある。 

 

さらに、実績も踏まえた予算規模としつつ、事業主の助成金申請に対する

負担を軽減するため、助成金申請に必要な書類の見直しを行うとともに、利

用しやすい制度となるよう要件の見直しについても検討すべきである。 

 


